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    【用語の定義】 

     ○ 学校 

       学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する小学校、中学校 

     ○ 保護者 

       ここでいう保護者とは、親権を行う者（親権を行う者がいないときは、 

      未成年後見人）をいう。 

 



1 

 

 はじめに 

 

  人は、愛する親の下で、この世に生を受け、成長するとともに体格も心も大きく成長していき、

人との関わりの中で社会性を身につけていくものです。学校では、児童生徒の能力を育成するた

めに様々な教育活動が行われています。そして、学校においては、一人一人の児童生徒の人権が

保障され、安心して学校生活をする場でなくてはなりません。 

  いじめは、児童生徒の成長を阻害するもので、学校での人間関係を一変させるものであり、決

してあってはならないものです。しかし、児童生徒を取り巻く人間関係は変化し、児童生徒の健

全な人間関係の構築が難しくなってきています。いじめの定義が変化し、いじめの発生のとらえ

方が変化する中で、大変多くの件数が報告されるようになってきています。 

  こうした中、平成２５年９月２８日に施行された「いじめ防止対策推進法」（平成２５年法律

第７１号。以下「法」という。）第１２条第１号の規定に基づき、本町においても、これまでの

取り組みを踏まえて、いじめ防止のための対策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方

針（阿久比町いじめ防止基本方針、以下「町基本方針」という。）を策定しました。この町基本

方針を基に、学校の内外を問わず、児童生徒が安心して学習その他の活動に取り組むことができ

るよう、いじめの防止等に学校、家庭、地域、行政(教育委員会)が連携していきます。 

 

 第１ いじめの防止等に関する基本的な考え方 

   いじめは、いかなる理由があろうとも絶対に許されない行為です。しかし、どの学校でも起

こりうる問題であり、どの児童生徒もいじめの被害者にも加害者にもなり得ることから、全て

の児童生徒に関わる問題です。 

   全ての児童生徒が安心して学校生活を送り、さまざまな教育活動の中で自らの力を伸ばして

いくためには、いじめの防止等(「いじめの未然防止」「いじめの早期発見」「いじめに対する

迅速かつ誠意ある対応」)に取り組むとともに、いじめを生み出さない学校の風土をつくるこ

とが大切です。 

   本町では、学校、教育委員会、家庭、地域、その他関係機関と連携して、「地域の子どもは

地域で守る」、「いじめをしない、させない、見逃さない」ための取組を積極的に展開し、子ど

もたち一人一人が大切にされているという実感をもつとともに、互いに認め合える人間関係を

作り、集団の一員としての自覚と自信を身につけることができるよう努めます。 

 

 第２ いじめの定義 

   「いじめ」とは、児童生徒と一定の人的関係（※１）にある他の児童生徒が行う心理的又は

物理的な影響（※２）を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含みます。）で

あって、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているもの（法第２条）としま

す。被害を受けている児童生徒本人が苦痛を感じるものは全ていじめと考えられ、適切な対応

を講じられるべきもので、児童生徒の安全が確保されるべきものです。 
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   個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的・形式的にすることなく、いじめ

られた児童生徒の立場に立って行うことが必要です。また、いじめには、多様な態様があるこ

とを考慮し、法の対象となるいじめに該当するか否かを判断するにあたり、苦痛を表現できな

かったり、いじめをしていることに本人が気づいていなかったりする場合もあることから、「心

身の苦痛を感じているもの」との要件が限定して解釈されることのないように努め、見極める

ことが大切です。 

   また、いじめの認知については、特定の教職員のみによることなく法第２２条の「学校にお

けるいじめの防止等の対策のための組織」（「いじめ・不登校対策委員会」等）を活用し、その

判断を組織的に行うことが求められます。 

  さらに、いじめのうち、犯罪行為とし扱われるべきと認められ、警察の専門的な知識や技能

が必要と判断されるものや、児童生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがあ

るものは、教育的な配慮や被害者の意向への配慮をした上で、早期に警察に相談し、連携した

対応を取っていきます。 

   

 ※１ 「一定の人的関係」とは、学校の内外を問わず、同じ学校・学級や部活動の児童生徒、当該児童

生徒が関わっている塾やスポーツクラブ等の仲間や集団（グループ）など、当該児童生徒との何ら

かの人間関係がある状態を指します。 

 ※２ 「物理的な影響」とは、身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠されたり、嫌なことを無理

矢理させられたりすることなどを意味します。けんかは除きますが、外見的にはけんかのように見え

ることでも、いじめられた児童生徒の感じる苦痛に着目した見極めが必要です。 

 

第３ 関係者の責務 

  本町では、児童生徒のいじめ防止等に関する各関係者、各関係機関が、町基本方針に基づき、

いじめの防止等に対する施策を定めて実施するとともに、連携して取組の充実を図ります。 

 

 １ いじめの未然防止 

○ 教育委員会は、学校がいじめ問題への適切な対応ができるよう、必要な措置を講じ、いじ

めから児童生徒を守り、いじめを生み出さない学校づくりを支援します。 

○ 学校は、全ての児童生徒が教職員や友人との間に信頼関係を育むことを通して、いじめの

ない学校づくりに努めます。また、定期的に無記名によるいじめアンケート調査を行い児童

生徒からいじめを発見する手だてを講じます。 

○ 学校は、道徳教育や体験活動等の充実を図り、児童生徒の人間関係をつくる力を育てると

ともに、コミュニケーション能力の向上に取り組むことにより、いじめの未然防止に努めま

す。 

○ 保護者は、児童生徒の教育において第一義的責任を有するものであり、自他の命を大切に

する心や他を思いやる心を育て、規範意識を身に付けさせること等に努めます。 

○ 地域社会は、学校、家庭と連携し、社会全体で児童生徒を見守り、育てていく役割があり
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ます。地域、学校、家庭が協働して、児童生徒の様々な体験活動や人との関わりあう活動を

支援していきます。 

 

 ２ いじめの早期発見 

○ 町は、教育相談員を配置し、児童生徒や保護者が悩みを相談しやすい環境の充実を図りま

す。教育委員会や学校は、学校が組織として機能するよう研修の充実を図り、全ての教職員

がいじめに対する共通理解の下、適切かつ組織的に対応できるよう、指導力の向上に努めま

す。 

○ 学校は、定期的なアンケートの実施、教育相談の充実、スクールカウンセラーの積極的な

活用により、児童生徒が相談しやすい環境を整え、いじめの早期発見に努めます。 

○ 保護者は、児童生徒がいじめを受けた場合やいじめに関わっていると気付いた場合、児童

生徒をいじめから守るための、あるいは児童生徒にいじめをさせないための適切な措置を、

学校、関係機関等と連携して行います。 

  

3 いじめに対する措置 

○ 教育委員会は、学校のいじめへの対応や問題の解決に向けての取組に対して、指導・助言

を行い、適切に措置が講じられるよう支援します。 

○ 学校は、いじめを認知した場合やその疑いがある場合は、一部の教職員で問題を抱え込む

ことがないよう、迅速かつ組織的に対応します。 

○ 保護者は、学校の設置者及びその設置する学校が講ずるいじめ防止の取り組みに対して、

必要な協力を行います。 

 

第４ 阿久比町としての取組 

阿久比町は、いじめの防止等について、学校、家庭、地域、関係機関などと連携し、力を合わ

せて対応します。 

 

１ 阿久比町いじめ等問題対策連絡協議会 

○ 教育委員会は、法第１４条第１項の趣旨を踏まえ、いじめの防止等に関する機関の連携を

図るため、児童相談所、警察、保護司、人権擁護委員、ＰＴＡ代表、学校、教育委員会等の

関係者を構成員とする「阿久比町いじめ等問題対策連絡協議会」を設置します。 

○ 「阿久比町いじめ等問題対策連絡協議会」では、以下に掲げる研究・協議を行います。 

   ・いじめの実態把握とその分析 

   ・いじめの発生防止のための学校環境の見直し 

   ・その他、いじめ対策のための必要な協議  等 

○ 町は、「阿久比町いじめ等問題対策連絡協議会」での連携が学校におけるいじめの防止等

に活用されるよう、必要な措置を講じます。 

 



4 

 

２ 教育委員会の附属機関の設置（阿久比町いじめ問題専門委員会） 

○ 教育委員会は、法第１４条第３項に基づき、専門的な知識及び経験を有する第三者等の参

加による附属機関である「阿久比町いじめ問題専門委員会」を設置します。 

○ 教育委員会が、法第２８条第１項に規定する重大事態（※３）に係る調査を行う必要が生

じた場合には、この附属機関により調査を行うこととします。 

 

 ３ 町長の附属機関の設置（阿久比町いじめ問題調査委員会） 

○ 町長は、学校や阿久比町いじめ問題専門委員会が行った調査（法第２８条第１項）結果の

報告を受けた場合、当該重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生防止のため

必要があると認めるときは、専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加による附属機関

である「阿久比町いじめ問題調査委員会」を設置し、調査の結果についての調査を行うこと

とします。(法第３０条第２項)。 

 

 ※３ 「重大事態」（法第２８条第１項）とは、 

   一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがある 

と認めるとき。 

  二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間（年間３０日を目安とする。）学校を欠席 

することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき。 

 

４ 教職員の資質の向上 

○ 町は、教職員によっていじめの防止等のための対策が専門的知識に基づき適切に行われる

よう、教職員に対する研修の充実を図ります。 

 

 ５ インターネットを介したいじめに対する対策の推進 

○ 町は、インターネット上のサイト等における誹謗中傷などのトラブルに児童生徒が巻き込

まれることを未然に防ぐために、専門機関と連携し、インターネットの利用に関する指導等、

情報モラル教育を充実します。 

 

 ６ 調査研究の推進等 

○ 町は、「阿久比町いじめ等問題対策連絡協議会」が集積・分析した、いじめの防止等のた

めの対策に係る事例などを活用し、調査・研究を推進します。また、その成果を学校現場に

フィードバックすることで、各学校での取組を支援します。 

 

 ７ 広報・啓発活動 

○ 町は、「いじめをしない、させない、見逃さない」社会の実現を目指すため、「いじめは絶

対に許さない」という毅然とした態度であらゆる機会を通じて、いじめの防止等について広

報・啓発活動を行います。 
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第５ 学校としての取組 

各学校は、いじめはどの児童生徒にも、どの学校でも起こりうる問題であることを踏まえ「学

校いじめ防止基本方針」を策定します（法第１３条）。また、「学校いじめ防止基本方針」に基づ

き、学校、教育委員会、家庭、地域、関係機関などと緊密な連携を図り、いじめの未然防止、早

期発見、いじめに対する適切な措置等について組織的に取り組み、いじめのない学校づくりを目

指します。 

    ※「学校いじめ防止基本方針」を学校 HP 等で、家庭・地域へ知らせる。 

 

第６ 重大事態への対処 

 １ 学校及び教育委員会の対応 

○ 重大事態が発生した場合は、学校は教育委員会を通じて事態について町長に報告します。 

教育委員会は、学校から重大事態の報告を受けた場合、その事案の調査を行う主体や調査組

織について判断します。 

○ 学校が調査を行う場合、校内に設置している「いじめの防止等の対策のための組織」（「い

じめ・不登校対策委員会」等）を母体として調査や対応を行います。教育委員会は、支援チ

ームを派遣するなど、学校の調査及び対応について指導・助言します。 

○ 教育委員会が行う場合は、阿久比町いじめ問題専門委員会（法第１４条第３項）が調査を

行います。 

○ この調査は、事実関係（背景事情、人間関係における問題、学校・教職員の対応など）を

明確にするための調査であって、因果関係を特定し、民事・刑事上の責任追及やその他の訴

訟等への対応を直接目的とするものではなく、学校及び教育委員会が、事実に向き合うこと

で、当該事態への対処や同種の事態の発生防止を図るものです。 

○ 学校又は教育委員会が調査を行った場合、当該調査に係るいじめを受けた児童生徒及びそ

の保護者に対し、事実関係等その他の必要な情報提供を適切に行います。 

○ 調査の結果については、教育委員会を通じて町長に報告します。  

 

２ 町長による再調査及び再調査を踏まえた措置 

○ 町長は、学校や阿久比町いじめ問題専門委員会が行った調査（法第２８条第１項）の結果

について報告を受けた場合、当該重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生防

止のため必要があると認めるときは、専門的な知識及び経験を有する第三者等の参加による

附属機関「阿久比町いじめ問題調査委員会」により調査の結果についての調査（以下、「再

調査」という。）を行うこととします(法第３０条第２項)。 

○ 再調査を行った場合、個人のプライバシーに対して必要な配慮を確保した上で、町長はそ

の結果を議会に報告します。（法第３０条第３項）。 

○ 再調査を行った場合、町長又は教育委員会は、再調査の結果を踏まえ、指導主事や専門家

を派遣するなど、自らの権限及び責任において、当該調査に係る重大事態への対処又は、当

該重大事態と同種の事態の発生防止のために必要な措置を講じます。 
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          いじめ問題対策の組織図 
 
   【平常時の組織】 
 

          教育委員会          
 

 

阿久比町いじめ等問題対策連絡協議会  
小中学校関係者、教育委員会関係者、民生児童委員、  連携     阿久比町要保護児童 

人権擁護委員、児童相談所関係者、PTA 関係者、 対策地域協議会 

保護司、警察関係者                                         町長、児童相談所関係者、 

                                                            警察関係者、民生児童委員、 

             連携                 小中学校関係者 等 

                                

          小中学校                
いじめの防止等の対策のための組織     

    「いじめ・不登校対策委員会」等 

           教職員、スクールカウンセラー 

                    

 

 

 

 

 

【重大事態発生時の組織】 
                               

        小中学校             連携 

いじめの防止等の対策のための組織          阿久比町いじめ等問題対策連絡協議会 

 

 

 

       教育委員会           阿久比町いじめ問題専門委員会 

                                   弁護士、臨床心理士、人権擁護委員、 

                          学識経験者 等 

 

 

        町    長            阿久比町いじめ問題調査委員会 
                                         法律、心理、福祉等に関して専門的な 

知識又は経験を有する者 

 



 

重大事態対応フロー図 
 

                    ①生命、心身又は財産に重大な被害が生じた 

                     疑いがあるとき 

   重大事態の発生        ②いじめにより相当の期間学校を欠席することを 

余儀なくされている疑いがあると認めるとき 

                    ③児童生徒、保護者から、重大事態に至ったと 

 いう申し立てがあったとき 

 

   学校から教育委員会へ報告（法第 30条） 

           

 

①  教育委員会が調査主体を判断・指示 

②  町長に事態報告   

  

          

       教育委員会が調査主体の場合          学校が調査主体の場合 

 

①阿久比町いじめ問題専門委員会を      ①調査組織を設置する。 

     設置する。               ②事実を明確にするための調査を実施    

②事実を明確にするための調査を実      する。（教育委員会は指導・助言する。） 

施する。（学校は、資料の提出等、     ③調査結果を教育委員会へ報告する。  

調査に協力する。）             ④いじめを受けた児童生徒及びその  

③いじめを受けた児童生徒及びその      保護者に対して情報を適切に提供 

保護者に対して情報を適切に提供      する。              

する。                   

 

 

教育委員会は調査結果をふまえ、人的配置の強化や外部専門家の追加配置等、      

適切な支援を行う。 

 

 

調査結果を町長に報告する。  

 

 

        町長が再調査を必要と認めた場合(法第 30条第２項) 

 

① 阿久比町いじめ問題調査委員会を設置する。 

② 事実を明確にするための調査を実施する。（学校は、資料の提出等、調査に協力する。） 

③ 町長又は教育委員会は、調査結果を踏まえた必要な措置を講じる。 

④ 町長は、調査結果を議会に報告する。(法第 30条第３項)  
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